
２ 対策の基本となる計画等の見直し

(1) 富⼠⼭⽕⼭ハザードマップの改定
平成30年度から令和2年度で改定作業を実施。令和2年3⽉には中間報告を、令和3年3⽉には改定の全体を公表

した（富⼠⼭⽕⼭防災対策協議会事業）。

(2) 富⼠⼭⽕⼭広域避難計画の改定

(3) 富⼠⼭噴⽕広域避難⾏動計画策定の⼿引きの策定

(4) 避難確保計画作成⽀援事業への参画（内閣府事業）

令和3年度から改定に着⼿。改定作業実施中（富⼠⼭⽕⼭防災対策協議会事業）。

避難を円滑に⾏うためには、避難実施の⼿順、避難経路、誘導⽅法等の具体的な⼿法について、市町村が「避
難⾏動計画」を作成する必要があることから、計画策定の⼿引きを策定した（令和3年3⽉策定）。

令和元年度には精進湖⺠宿組合が、令和2年度には吉⽥⼝登⼭道⼭⼩屋をが、また、令和3年度には富⼠吉⽥市
⽴病院を対象として実施。県では、⽕⼭防災対策室と富⼠⼭科学研究所の職員が策定検討会議に参画した。
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(5) ⽕⼭災害における避難実施要領の作成モデル事業への参画（消防庁事業）
令和2年度、北麓地域の4市町村を対象に実施。県では、⽕⼭防災対策室と富⼠⼭科学研究所の職員が策定検討

会議に参画した。

(6) 現地対策拠点の在り⽅の検討等
富⼠⼭⽕⼭ハザードマップの改定の過程で現地対策拠点である富⼠吉⽥合同庁舎が早期に被災する可能性が

明らかになったことから、令和2年度に、噴⽕時の現地対策拠点の在り⽅について有識者から意⾒を徴してその
結果を報告書としてまとめた。

令和3年度には、当⾯実⾏可能な施策を検討し、令和4年度当初予算に必要な経費を計上した。

今後も、新規整備を含め、検討を継続する。
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 ⽕⼭災害要因の影響が及ぶおそれのある範囲を地図上に特定し、視覚的に分かりやすく
描画したもの

 富⼠⼭における⽕⼭ハザードマップには、「ドリルマップ」と「可能性マップ」がある

 平成16年版のハザードマップ策定以降、新たな科学的知⾒が蓄積される
 富⼠⼭⽕⼭防災対策協議会作業部会（平成28年1⽉〜）において、最新の調査研究の状況把握及びハザードマップ改定の必要性について検討
 第８回富⼠⼭⽕⼭防災対策協議会（平成30年3⽉）において、平成30年度から３年間の予定で改定することとし、次のとおり改定作業を進めた
項⽬ 改定の概要 検討状況
①想定⽕⼝範囲 最新の調査結果に基づき変更（拡⼤）
②対象とする噴⽕年代 「3,200年前〜現在まで」としている過去の噴⽕について、新たな年代整理（産業技術総合研究所による富⼠⽕⼭地質図（第２版））に基づき変更

→「5,600年前〜現在まで」に拡⼤（活⽕⼭の定義である「１万年以内」を踏まえ、特に噴⽕活動が活発な年代に相当）

③地形メッシュサイズ より詳細な地形データを反映するため、現⾏の200mメッシュ（溶岩流）、50mメッシュ（⽕砕流・融雪型⽕⼭泥流）を変更
→20mメッシュ（航空レーザ測量による数値標⾼モデル）を採⽤

④溶岩流 最新の調査研究において、最⼤規模となる貞観噴⽕の噴出量が⾒直されたことから、溶岩流シミュレーションに⽤いる条件を⾒直し
→⼤規模噴⽕の溶岩の噴出量を７億m3から13億m3に変更（毎秒あたりの溶岩の噴出量は⼤・中・⼩の噴⽕シミュレーションごとに再設定）

⑤⽕砕流
・融雪型⽕⼭泥流

最新の調査研究において、最⼤規模となる鷹丸尾⽕砕流の噴出量が明らかになったことから、⽕砕流シミュレーションに⽤いる条件を⾒直し
→⽕砕流噴出規模を240万m3から1,000万m3に変更

⽕砕流シミュレーションによる想定到達範囲と積雪量観測に基づき、融雪型⽕⼭泥流のシミュレーション条件を検討 →平成16年版と同じ条件を採⽤
⑥⼭体崩壊 表現⽅法及び記載⽅法について再検討 →有効なハザードマップを作成することは困難であるため、過去の実績の最新版を⽰す

とりまとめ ハザードマップ公表に向けた、シミュレーション結果のとりまとめ、表現⼿法の検討、報告書の作成など

１ ⽕⼭ハザードマップとは

３ 今回のハザードマップ改定

平成12年10⽉〜13年5⽉頃 富⼠⼭直下で低周波地震が多発
平成13年7⽉ 富⼠⼭⽕⼭防災協議会及び富⼠⼭ハザードマップ検討委員会を設置

（事務局：内閣府・総務省消防庁・国⼟交通省）
平成16年6⽉ 富⼠⼭ハザードマップの策定

２ 平成16年版の富⼠⼭ハザードマップ策定の経緯

 過去の噴⽕履歴をもとに、噴⽕の規模や⽕⼝の位置などの条件を仮定して、現象の影響
が及ぶ可能性のある範囲をコンピュータで計算したもの

 次に発⽣する噴⽕を予測したものではなく、実際の噴⽕では、⽕⼝の位置や規模によっ
てシミュレーションとは異なる範囲に影響を及ぼすことがある

４ 数値シミュレーションとは（溶岩流・⽕砕流の例）

溶岩流

①計算に必要な変数＝パラメーターを設定

②想定⽕⼝範囲の中で溶岩が流れ始める地点
を仮定して、噴⽕規模ごとに計算開始点を設定

・温度・粘性 等

⽕砕流

①計算に必要な変数＝パラメーターを設定

②⽕砕流の発⽣地点となりうる地点を仮定して
計算開始点を設定

噴出量・粒⼦間摩擦係数・地形メッシュ
サイズ 等

○粘り気のある流体物が⼭腹斜⾯を下りながら冷え
ることで、粘度が⾼くなりやがて停⽌する動きを
計算

○⽕砕流を構成する砕けた岩⽯や砂の粒⼦同⼠が斜
⾯を下りながらぶつかり合い、摩擦によって徐々
に流れ下る⼒を失っていく状況を計算

⽕⼝から流出した溶岩が地表を流れ下る現象
（溶岩の性質により流れる速さや厚さが異なる）

⽕⼭灰や⼤⼩様々な岩⽯が⾼温の⽕⼭ガス等と⼀団と
なって⾼速で斜⾯を流下する現象

今回⾒直し

改定によるシミュレーション結果の傾向
細かな地形の影響が反映され、影響範囲の幅が
狭くなるが到達距離が⻑くなる

細かな地形の影響が反映され、傾斜の急な北東
と南⻄⽅向を中⼼に到達距離が⻑くなる

⽕⼭防災対策を実施する上で
最も重要な基礎資料

ハザードマップ

（H16）９地点 → （改定版）35地点（H16）44地点 → （改定版）252地点

平
成
30
年
度

令
和
元
年
度

令
和
2
年
度

令和３年３⽉２６⽇
富⼠⼭⽕⼭防災対策協議会

可能性マップ
溶岩流、⽕砕流など個々の⽕⼭現象を数値シ
ミュレーションなどによって描いた分布図

各計算開始点からのドリルマップを重ね合
わせて作図した包絡線により、個々の⽕⼭
現象が及びうる最⼤範囲や最⼩到達時間を
網羅的に可能性領域として⽰したマップ

ドリルマップ

溶岩流ドリルマップの一

例

溶岩流可能性

マップの一例

○避難情報等を加えた「⽕⼭防災マップ」の作成・配布 ○避難計画の作成
○避難訓練の実施 ○噴⽕警戒レベルの運⽤ など

噴出規模・噴出率・噴出量・地形メッ
シュサイズ

今回⾒直し
注）一度の噴火で表示範囲の全てに影響が及ぶものではない

(1) 富⼠⼭⽕⼭ハザードマップの改定

５−５



富士山火山ハザードマップの改定

・想定火口範囲の拡大

・噴石、火砕流の想定被害エリアの拡大

・市街地への溶岩流到達時間の早まり

住民や観光客が、円滑に避難するために必要な事項を定め、安全に避難できる可能性を最大化

現広域避難計画で
対応可能か検証

現広域避難計画の検証

・避難対象エリアの拡大 ＝ 避難対象人口の増加

・ラインごと、ブロックごとの避難の可否

・被害エリアの拡大により広域避難先市町村も被災

計画の構成を検証し、実効性のある計画策定を目指す。

作業手順（案）について

① エビデンスに基づき、現計画での避難方法では対応が困難となることを明確にし、新たな避難方法の確立が必要であることを立証する。

② 地形条件や市街地の異なる山梨県側と静岡県側で同一の基準による避難が可能か、静岡県と協議及び調整。

③ エリア設定（事前避難エリアの設定含む）の見直し → 例）事前避難 ＝ 想定火口範囲内、噴石到達範囲、溶岩流による孤立が想定される地区等。

④ 溶岩流の到達に相当の時間的猶予があるエリア（大月市、上野原市、神奈川県内など）に関する避難方針の策定。

※ 広域避難計画策定業務におけるデータ収集、各種会議のとりまとめ、事務局案の整理等は専門業者のノウハウを活用

重点的に取り組む項目の例

・避難範囲の明確化 溶岩流等の到達が想定される地区又は到達により孤立する地区の住民を優先的に避難させ、避難車両を減少させることにより交通渋滞を防ぎ、円滑な避難体制の確立を図れないか。

・避難対象者 富士山は世界的な観光地であることから、住民対応のみならず観光客への対応に関する記載を充実させ、国内外の観光客に配慮した避難計画とするべきではないか。

・避難先の見直し 「噴火＝区域外の避難」ではなく、まずは、それぞれの市町村内で安全な地域へ避難することを原則とし、噴火の規模や状況に応じて市町村区域外避難へ移行できないか。

・避難方法の見直し 市町村区域外への避難が必要な場合でも、自家用車ではなく１次避難場所等に集合後、バス等により避難することにより、避難者の確認を実施し、かつ避難車両数を抑制が図れないか。

・下位計画策定の明確化 広域避難計画は、富士山周辺地域の避難方針を定めるものであり、市町村や医療機関、社会福祉施設等が個別の状況に配慮した計画を策定することを明確にすることが必要ではないか。

＜ブロック避難イメージ＞(2) 富⼠⼭⽕⼭広域避難計画の改定 （富⼠⼭⽕⼭防災対策協議会事業）

＊ 避難計画の検討は、非公開で実施中

＊ 上記の「重点的に取り組む項目の例」は、検討に先立ち、事務局において例示として提示したものであり、実際の検討項目とは一致しないことに留意
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○ 広域避難計画に基づく避難訓練を
⾏う中で、避難⾞両による渋滞の発
⽣などの課題が把握された。

○ 避難を円滑に⾏うためには、避難
実施の⼿順、避難経路、誘導⽅法等
の具体的な⼿法を定める必要がある。

○ ⾏動計画では、次の項⽬を明らか
にするものとする。（R1年度想定）

① 分散避難の基本的な考え⽅
（全体像）

② 地区別の避難経路、避難順序

③ 要⽀援者の避難に関する調整
事項

○ 富⼠⼭⽕⼭広域避難計画で定める
広域避難（市町村の区域を越え他市
町村へ避難すること。）を円滑に実
⾏するための避難実施オペレーショ
ンに関する規程（避難・誘導要領）

１．「広域避難⾏動計画」とは

２．「広域避難⾏動計画」策定の経緯

１ ⽬的等
(1) ⼿引きの⽬的
(2) 計画策定の基本的考え⽅ ほか

２ 計画策定のための準備等
(1) はじめに
(2) 計画策定の⼿順
(3) 必要な情報の把握

３ 計画（案）の策定
(1) 計画（案）の策定⼿順
(2) 計画（案）の策定の例

４ 計画策定後の作業
(1) 課題の整理
(2) 課題解決の⽅法の検討
(3) 計画（案）の修正
(4) 広域調整
(5) 計画確定
(6) 訓練の実施による検証
(7) 必要に応じた計画の修正

※ 「⽕⼭災害における避難実施要領の作成モデル
事業検討会」（R2年度・消防庁事業）との相乗効
果を確保するため、計画の項⽬について調整を
⾏った。

３．「⼿引き」の概要

○ R３年度以降、市町村職員等によるワークショップを開催
・ 「⼿引き」を使って⾏動計画を作成
・ 課題を把握し、その解決策を検討。計画を修正

○ 繰り返し実施することにより対応パターンを増やしてい
く。

４．「⼿引き」の活⽤⽅法

【特徴】
・ 富⼠⼭（本県）に
特化した内容とした

・ １つの計画案を策
定しつつ、他の事例
について計画案を作
定する場合の留意点
を明らかにしている

(3) 富⼠⼭噴⽕広域避難⾏動計画策定の⼿引きの策定（令和2年度事業）
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(4) 避難確保計画作成⽀援事業への参画（内閣府事業） １／２
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(4) 避難確保計画作成⽀援事業への参画（内閣府事業） ２／２
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① 山梨県内の４つのモデル市町村において、

・地域防災計画や火山避難計画の課題を整理し、対応を検討

・検討結果を踏まえ、噴火時にただちに活用できる、特定事

象を想定した避難実施要領を作成

② モデル市町村における避難実施要領の作成事例を公開

・活動火山対策特別措置法に基づき、火山災害警戒地域として

指定された190の地方公共団体には、地域防災計画に避難の

ための措置、避難施設、避難路等警戒避難に関する事項の記

載義務がある。

・このうち131の団体は避難に関する事項を記載しているが、

その内容が抽象的であり、災害時における避難の実効性が確

保されていない団体も見受けられる。

事業の概要

背景・課題
モデル市町村における避難実施要領の作成イメージ

【火山避難計画 作成済団体】 【火山避難計画 未作成団体】

・富士吉田市 ・西桂町
・山中湖村 ・富士河口湖町

地域防災計画

・活動火山対策特別措置法に基づき、避難のための措置、
避難施設、避難路等警戒避難に関する事項を記載

火山避難計画

・内閣府の手引き等により作成
・あらゆる事象を想定し、避難

対象地域、避難先、避難経路
等を具体的に記載

具体化

避難実施要領

・特定事象を想定し、具体的な避難対象地域、
避難先、避難経路等を要点化し記載

要点化

具体化・要点化

本事業の対象範囲

(5) ⽕⼭災害における避難実施要領の作成モデル事業への参画（消防庁事業）

５−１０



■ 火山現象に係る情報の収集・発信ができる。

県では、必要な機能を発揮することができる富⼠⼭噴⽕災害に対する現地対策拠点が確保されるよう、
この報告書の内容に基づいて、令和3年度以降、必要な調査・検討を実施し、必要な措置を講じる。

■ 対応方針の決定・実行ができる。

■ 新しい富士山ハザードマップにより、富士山噴火時に山梨県の現地対策拠点と想定されている「富士吉田合同庁舎」が、早期に被災する可能性があることが判明した。

■ これまで、富士山噴火に対する現地対策拠点の機能や規模等について、詳細な検討がされてこなかった。

令和3年3⽉ 26⽇ ⼭梨県防災局

検討経緯・検討体制

「富士山噴火災害に対する現地対策拠点の在り方等検討会議」を設置して検討を行った。【座長：政策大学院大学ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 武田文男 氏 , 計３回開催】

富⼠⼭噴⽕災害に対する現地対策拠点の在り⽅ 報告書 【概要】
(１) 求められる条件等 (２) 必要な規模

(４) 設置場所の候補地

(５) 設置パターン

１，２２０㎡ のスペースが必要。

噴火の規模によっては、

更に広いスペースが必要。

(６) 現地対策拠点となる施設の平時活⽤

富士河口湖町内「大石地区周辺」エリアが
最も条件が整っているという評価をいただいた。

資機材をパッケージングして、状況
に応じた場所にある既存施設に展開

現地対策拠点となる施設を 緊急時に「防災」目的で利用できることは必須事項。

など

・甲府と陸路でアクセスができる。

・万が一の場合の退路がある。

・火山現象を含め、災害リスクが低い。

そ
の
た
め

・富士山を直接視認できる。

・ヘリポートが近傍にある。

・他機関から火山情報が収集できる。

・電源や十分な通信環境が確保されている。

・多勢のマスコミ対応できるスペースがあ

る。

・関係機関が速やかに参集できる。

・活動するスペースがある。

・各実動部隊を指揮するための手段が確保

されている。
■ その他、配慮する事
項

主な施設

【 パターン① 】現地対策拠点を新しく整備し、平時から防災関係業務を執行

【 パターン② 】あらかじめ選定した既存施設（１カ所）に必要な改修を行い非常時に使用

【 パターン③ 】資機材をパッケージングして、状況に応じた場所にある既存施設に展開

日常と災害時の利用を両立させる

「平時」利用から「防災」利用への移行のタイミングを施設管理者と調整する必要がある。

現地対策拠点施設内の主な施設

・現地対策拠点に入る関係機関が個別に活動する

スペース

・関係機関が情報共有できるスペース

・予備の部屋 ・共同会見場 など

そ
の
た
め

(３) 必要な設備

⾮常⽤電源 ⼗分な容量があり、
途絶しない通信回線

机やプリンター、
椅⼦などの什器

忍野

村

富士吉田合同庁舎河口湖北岸

 河口湖北岸

 忍野村

■ 現地視察、検討を行ったエリア

富士山
観光施設 地域の賑わいを創出

できる場
富⼠⼭⽕⼭に関する啓発・防災
教育を⾏うことができる施設

(6) 現地対策拠点の在り⽅の検討等

５−１１




